
ガバナンス

当社は、コーポレートガバナンス、コンプライアンス、リスクマネジメ
ントの３つを基盤とし、ステークホルダーの皆様に対し、誠実な事業活動
を通じて対話に努めます｡

基本方針 基本方針
当社は適時・適切かつ公平な企業情報を発信して、さまざまなIR活動を通じて、株式市場における適切な企業
評価を得られるよう努めています。開示に関する法令ならびに東京証券取引所の定める規則に従った情報開示※

だけでなく、経営方針や事業活動の情報も、当社への理解を深めていただけるよう積極的に開示していきます。

当社は、2022年4月をもって東京証券取引所第一部から
新市場区分「プライム」へ移行しました。
東京証券取引所は、第一部、第二部、マザーズ、ジャスダックの市場区分を
廃止し、プライム、スタンダード、グロースの3つの市場に再編しました。
当社が選択した「プライム」は、高いガバナンス水準を備え、投資者との
建設的な対話を中心に据えて持続的な成長と中長期的な企業価値の向上
にコミットする企業と位置付けられています。
当社はプライム上場企業として、今後も企業価値の向上を目指すとともに、
コーポレートガバナンスの水準を高め、サステナブルな社会を目指した取り
組みを進めてまいります。

情報提供の取り組み
株主総会、株主懇談会は、新型コロナウイルスの感染拡大防止のため、
座席間隔の確保、マスク着用、検温、消毒液の設置などの対策を行って
開催しました。

IR活動実績（2021年度）
・とよたビジネスフェア（3月）
・株主向け報告書（11月）

※6月に発行していました期末報告書は、
　招集ご通知と統合しました。

・招集ご通知（5月）
・機関投資家、証券アナリストとの個別面談

企業経営の健全性と効率性を狙いとしたコーポレートガバナンスの充実・強化が最重要課題と認識しております。2021年度
は、取締役会の監督機能強化・意思決定プロセスの客観性/透明性を高めるため「役員人事報酬委員会」を設置。また、持続可能な社会へ
の貢献に向けて「サステナビリティ委員会」を設置しました。なお、2022年度は、取締役会の監督機能強化を目的に、「コンプライアン
ス委員会」を業務執行の下部組織から取締役会への報告機関へ位置づけを変更・強化しました。

コーポレートガバナンス

株主・投資家とともに

株主総会（2021年6月） とよたビジネスフェア（2022年3月）

CSR方針

PICK UP プライム市場への移行

取締役会の諮問／
業務執行の監督機能

❶取締役会 2021年度開催回数：12回

主な役割と2021年度の主な審議事項

体制

法令・定款で定められた事項や経営に関する
重要事項の決定並びに業務執行の監督、

「VISION2025」の目標設定や課題認識と議論

原則月１回開催し、構
成メンバーは、取締役
５名、（うち：社外取締役
２名）監査役４名（うち：
社外監査役３名）

❷監査役会 2021年度開催回数：13回

主な役割と2021年度の主な審議事項

体制

監査役会が定めた監査の方針および計画に
従って監査活動を実施し、大豊グループの経
営健全化や取締役の監査・監督を実施

原則月１回開催し、構
成メンバーは、監査役
４名（うち：社外監査役
３名）

❸役員人事報酬委員会
2021年10月28日新設

体制

取締役の指名・報酬等に関する事項を審
議し、取締役会に諮問答申（取締役の体
制、スキルマトリックス、役職別報酬、個別
報酬額等）

原則年１回以上開催
し、構成メンバーは、
取締役３名（うち：社
外取締役２名）

❹コンプライアンス委員会
2021年度開催回数：3回

主な役割と2021年度の主な審議事項

体制

コンプライアンス状況の報告・議論、
コンプライアンス教育  等

原則年１回以上開催
し、構成メンバーは、
取締役５名（うち：社
外取締役２名）、社内
監査役１名、本部長４名、顧問弁護士１名

原則年１回以上開催
し、構成メンバーは、
取締役５名（うち：社外
取締役２名）

❺サステナビリティ委員会

体制

主な役割と2021年度の主な審議事項
（2022年3月以降 開催）

主な役割と主な審議事項
（2022年4月以降 開催）
社会・環境問題をはじめとする持続的な社
会の実現のために解決すべき重要な課題

（マテリアリティ）を特定し、事業を通じた
当該課題への取り組みを、取締役会へ報告

2022年2月1日新設

株主総会

❶取締役会
（社外取締役を含む）

❷監査役会
（社外監査役を含む）

会計監査人

内部監査部門
（代表取締役社長兼
社長執行役員直轄）

❸役員人事報酬委員会

❹コンプライアンス委員会

❺サステナビリティ委員会

社長執行役員

業務執行体制

選任・解任

諮問

答申

報告

報告
選
任・解
任

業務執行の
指示監督

業務執行の
報告

指揮・監督

執行役員

各機能・事業部門

子会社・関連会社

業務執行 全社会議体

常勤役員会・経営会議

各種機能会議

各種委員会

決定承認

付議報告

選任・解任 選任・解任

（2022年6月株主総会以降の体制）

監査

連携

連携

連携

監査

業務指示

監査

社内取締役

社内監査役

社内本部長

社外取締役

社外監査役

顧問弁護士
委員長（議長）

ガバナンス社会
経営企画領域、経理領域 領域長　延川 洋二 監査室 担当、総務人事領域 領域長　竹村 康行

※2021年3月期より決算概要の英文開示を開始いたしました。
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当社は、会社方針を踏まえたコンプライアンス（法令、契約、
企業倫理、社内規程等）に関する方針・制度等を定め、コンプ
ライアンスを遵守する体制・仕組みを構築しております。さらに、
従業員一人ひとりへの理解浸透を図り、不正の未然防止に努めて
おります。

財務データ

法規制遵守状況
2021年度は、法規制の違反はありませんでした。

内部通報制度
社内外６か所に「なんでも相談・連絡窓口」を設置し、最も相談し
やすい窓口に連絡できるよう工夫しています。また、通報者・相
談者の身分やプライバシーの保護が十分に配慮されていること
をコンプライアンス教育で周知しております。毎年一定数の相
談があり、問題の早期解決に結び付けています。

コンプライアンス教育
当社の特色に合わせたテーマを選定し、年４回、職場単位でコンプ
ライアンス教育を実施しています。また、社内への注意喚起を目
的に、他社の不正・コンプライアンス違反等の事例を「他山の石」と
して国内外グループ会社も含め、月１回配信しています。2022年
度も引き続き、コンプライアンス教育を実施していく予定です。

リスク管理体制
リスク管理方針等に基づき、毎年、各部署へリスク調査を実施
し、各部の顕在リスクの分析・評価・対策のＰＤＣＡを通じて、重大
なリスクの未然防止に取り組んでおります。また、各機能会議体
等でリスクに対して審議・決定をし、リスクが現実化した場合、
執行役員以上に報告するとともに、その指示に従い、事後処理
対策等を効果的・効率的に実施しております。

ＢＣＭ
大地震等の大規模災害を想定し、災害対策本部のもとに分科会を置き、原則月１回の実務定
例会および年2回の社長報告会を実施し、BCM体制の強化に取り組んでいます。「ハード面」
では、“建物/設備の耐震化”“各種サーバーのデータセンター化”等の対策、「ソフト面」では、
“地震速報・安否確認システムの運用訓練”に加え、2021年度からは国内子会社および
“サプライチェーンマネジメントの強靭化”に向けた対策・強化を実施しております。

コンプライアンス推進体制
最高責任者を代表取締役とし、法令等遵守体制のレベルアップ
を図るため、コンプライアンス委員会を設置しております。また、
社内へ周知徹底を図るため、コンプライアンス推進会議を設置
しております。なお、2022年６月、コンプライアンス委員会は、
取締役会の監督機能を強化するため、業務執行の下部組織から
取締役会への報告機関へ位置づけを変更しております。

当社は、企業の社会的責任を認識し、経営の安定化を図りつつ、
企業価値を高める上で障害となるリスクを正確に把握し、法律
に則しながら合理的な対策を講じることで、リスクの現実化回避
に取り組んでいます。また、万が一リスクが現実化した場合、
被害を最小化するためのリスク管理を行っております。

情報セキュリティ
情報セキュリティの全社体制を構築し、情報セキュリティ委員会
で、機密管理強化に向けた活動、機密監査等を実施しています。
また、巧妙化するサイバー攻撃やウイルス感染を重要なリスクと
して考えており、対応強化を図っています。2021年度は、事件事
故発生時の体制（CSIRT）整備に加え、ネットワークの侵入防止の
強化や標的型メール訓練の実施等に取り組み、主要仕入先までを
含めた機密管理レベルの強化を進めています。

コンプライアンス浸透度調査
職場で働く全ての者を対象とし、毎年１回、浸透度調査を匿名
方式で実施しております。ここで得た回答を参考に当社のリスク
を導き出し、その対応方法についてコンプライアンスに係る会議体
で報告を行っております。なお、2022年度からは、浸透度調査
をグローバル展開することで、さらなるリスク抽出・予防・監査
へつなげていく予定です。

コンプライアンス

リスクマネジメント

コンプライアンス教育資料コンプライアンス教育

本社工場でのBCM訓練

情報セキュリティ体制図
開催頻度 ：1回/年以上
役　割 ： 機密管理レベルの向上
　　　　機密管理監査の実施

情報セキュリティ委員会

営業部門 ・・・・・技術部門管理部門

情報セキュリティ委員長

情報セキュリティ委員会

6億円16億円11億円988億円
■親会社株主に帰属する
　当期純利益

■経常利益■営業利益■売上高

■研究開発費■減価償却費■設備投資

■事業別連結売上高

988億円
（2021年度）

自動車製造用設備 その他

自動車部品

その他
0.2％

設備・金型
12.4％

その他
4.6％

ダイカスト製品
9.5％

ガスケット製品
15.1％

軸受
42.7％

システム製品
15.5％

■連結貸借対照表（要旨） 単位：億円

固定資産
580

流動資産
482

単位：億円
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■連結キャッシュフロー計算書（要旨） 単位：億円

期首残高 営業活動CF 投資活動CF 財務活動CF 換算差額他 期末残高

204

71

△47 △37 4

196

2020年度末

総資産：1,137

固定資産
559

流動資産
577

純資産
643

固定負債
262

流動負債
231

2021年度末

総資産：1,143

固定資産
550

流動資産
593

純資産
663

固定負債
229

流動負債
251

2021年度　連結主要データ
業績ハイライト

2021年度末

ガバナンス
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